
様式第1号(第６条関係 金沢市中小企業振興資金（物価高騰緊急対策分）借入申込書)                                        

                                                                               

金沢市中小企業振興特別資金借入申込書 

（物価高騰緊急対策分）  
                                                          年  月  日  
  （宛先）金沢市長  
  申込者                                                                        
              〒  
 事業所所在地  
  （フリガナ） 
 事 業 所 名 
  （フリガナ） 
 代 表 者 氏 名                               
          電  話 （      ）     －  
          ＦＡＸ （      ）     －  

 業 種  
 業種ｺｰド(記入不要)  

 取 扱 品 目 
 

 資 本 金            千円 

 従 業 員 数 
 定時     人 
 (内家族    人) 
 臨時       人 

                                                                               
  金沢市中小企業振興資金融通要綱第６条の規定により、次のとおり中小企業振興特別資金 

（物価高騰緊急対策分）の融資を受けたいので申込みます。 

    

融資申込金融機関名 
                          銀行 
                          金庫                       本店 
                          組合                       支店 

融 資 申 込 金 額 
 

               千 円 
 
 ※注１ 

 内 
 
 訳 

新規申込額   借換申込額 申込者印 

         千円           千円  

融 資 の 認 定 要 件 

  市内に事業所を有し、原則として１年以上引き続き同一事業を営んでい

る中小企業者及び組合で、次の要件を満たす方 
 
物価高騰の影響により、最近１ヶ月間の売上総利益(粗利)※が前年同月に

比べ５％以上減少している方  
※ 売上高 － 売上原価又は製造原価 

借 入 期 間                       年 （うち据置   ヶ月） 

保証人および担保等  保証人     名、 保証協会保証  有・無、 担保  有・無 

借換する融資制度等 
※注２ 

融資制度名 借入日 借入金額 今回借換する借入残額 備考 
          千円              千円  
     

※注１．既に当資金のご利用がある場合は、現在残高と合わせて５０，０００千円が限度となります。 
     ２．旧債の借換を含む場合は「金沢市中小企業金融制度の借換に関する運用方針」をご参照ください。 
     備考欄には ①今回借換する融資先が名称変更した場合は「変更前の名称」を記入。 

②今回借換する融資が県信用保証協会の保証付の場合は「信用保証付」と記入。 
 【金融機関記入欄】 
  返 済 方 法 
     年   月   日を第１回として、以後１ヶ月毎の各   日に、金     千円を分割返済 
  但し、初回に限り     千円、最終回に限り     千円     分割回数    回 
  貸付期間：   年   月   日 ～    年   月   日 

 
 



様式第 1 号(第６条関係 金沢市中小企業振興資金（物価高騰緊急対策分）借入申込書－添付書類) 

 

前年同月及び最近１ヶ月間売上総利益（粗利）比較表 
 

 （単位：千円） 

前年同月の売上総利益（粗利）        最近１ヶ月間売上総利益（粗利） 

 

     

    

令和  年  月 【Ｂ】           令和  年  月 【Ａ】        

       

         千円                    千円 

                                                   

  

 

減少率  

（イ）最近１ヶ月間の売上総利益(粗利) 

（Ｂ－Ａ）÷Ｂ×100 ＝ ▲     ％ ≧ ▲５．０％ 

 
※注１．最近１か月分実績及び前年同月分の売上総利益（粗利）を計上すること。 

※注２．当該月の各試算表等を添付すること。 

 

（ロ）売上総利益の減少要因（物価高騰との関係性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

上記のとおり相違ありません。 

 

住  所  

会 社 名  

              代表者名                

  
   


